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2013年度日本における輸血管理及び実施体制と血液製剤使用実態調査報告

田中 朝志１） 牧野 茂義２） 紀野 修一３） 北澤 淳一４） 津野 寛和５）

佐川 公矯６） 高橋 孝喜７） 半田 誠８）

2013 年度調査は，日赤より輸血用血液製剤が供給された 11,015 施設に対して行われ，4,894 施設（44.4％）から回
答があった．輸血管理体制は 2005 年から 2008 年にかけて輸血業務の一元管理等，多くの体制整備が進んだがそれ
以降はほぼ横ばいで，300 床未満の小規模施設での整備率は相変わらず 60％前後と低かった．学会認定・臨床輸血
看護師のいる施設の割合は 500 床以上の大規模施設で 32.7％，全体の 4.7％であった．輸血管理料の取得施設は 2012
年の施設条件の変更により大幅に増加し，300 床以上の施設での取得率は 2011 年の 49.7％から 2013 年には 88.5％
となった．輸血実施体制におけるコンピュータシステムの利用率は，輸血時の携帯端末の使用などで過去 5年間徐々
に増加傾向がみられた．2013 年の病床当たりの各血血液製剤使用量は昨年と比して，赤血球製剤と新鮮凍結血漿で
ほぼ横ばい，血小板製剤で微増，アルブミン製剤で微減，免疫グロブリン製剤では増加，自己血では減少傾向がみ
られた．国の使用基準の遵守率は，各血液製剤とも 77～80％と大きな差異はみられなかった．今後も小規模施設で
の輸血管理体制の改善と適正使用の推進を図ることが課題である．
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はじめに
日本では輸血用血液製剤の 80％以上は300床以上の

大・中規模病院で使用されているが，輸血実施施設の
90％は 300 床未満の小規模施設が占めるという特徴が
ある１）．安全かつ適正な輸血を実践するために「血液製
剤の使用指針」と「輸血療法の実施に関する指針」が
示されているものの，臨床現場の隅々にまで浸透して
いるとは言い難く，今後の改善対策を策定するための
現状把握が必要である．本学会では国の委託事業とし
て，全国の医療施設における輸血管理体制の整備状況
と血液製剤の使用状況を正確に把握することを目的に，
血液製剤使用実態調査を毎年行っている２）～４）．2013 年の
調査では，輸血管理体制・血液製剤使用状況の変化と
共に輸血検査体制，使用基準の遵守状況等を中心に解
析した．なお，本報告内容は 2014 年 10 月に開催され
た平成 26年度第 1回薬事・食品衛生審議会薬事分科会

血液事業部会適正使用調査会での発表内容をまとめた
ものである５）．

対象及び方法
2013 年は，日本赤十字血液センターより輸血用血液

製剤が供給された 11,015 施設を対象に，輸血管理体制，
輸血検査の実施状況，血液製剤使用量などを調査した．
また新規項目として，学会認定看護師の有無や各血液
製剤使用基準の遵守状況についても調べた．回答集計
および解析を効率的に実施するために，ホームページ
上で回答すると電子メールとして自動送信され，回収・
集計する方式を採用した．輸血管理・実施体制が病院
と異っていると想定される診療所などに対しては，入
力の負担を軽減するために該当しない項目は省略でき
るよう工夫した．
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5）東京大学医学部附属病院輸血部
6）福岡県赤十字血液センター
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表 1　過去の輸血アンケート調査実施状況と今回の依頼施設

A　過去の輸血アンケート調査実施状況
実施年次 2005 年＊ 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年＊＊ 2012 年 2013 年

調査依頼施設数 7,952 7,857 7,762 11,435 10,428 11,348 11,015

回答施設数 5,452 3,208 2,332 4,352 4,322 4,812 4,894

回答率 68.56% 40.83% 30.04% 38.06% 41.45% 42.40% 44.43%

小規模施設
0～ 19 床 1 56 100 1,179 1,126 1,349 1,423

20 ～ 299 床 302 2,421 1,662 2,427 2,467 2,680 2,699

中規模施設 300 ～ 499 床 301 448 341 462 460 497 490

大規模施設 500 床以上 241 283 229 284 269 286 282

調査実施主体 国
（厚労省）

国の委託事業として学会＊＊＊が日本臨床衛生検査技師会及び
日本赤十字社の協力を得て実施

＊2005 年調査は国（厚労省）主体の調査であり，20 病床以上の一般病床を対象とした．
＊＊2011 年は東日本大震災で被災された東北 4県（岩手県，宮城県，福島県，茨城県）は除いて調査した．
＊＊＊学会：一般社団法人日本輸血・細胞治療学会

B　今回の依頼施設

病床数 0 1～ 19 20～ 99 100～
199

200～
299

300～
399

400～
499

500～
599

600～
699

700～
799

800～
899

900～
999 ≧1,000

輸血実施施設数 2,093 1,949 2,948 1,554 575 461 248 136 100 37 31 18 26

比率（%） 9,119（89.61%） 709（6.97%） 348（3.42%）
＊赤血球使用量 26.86% 25.87% 47.26%

血小板使用量 13.42% 22.43% 64.15%

FFP 使用量 12.99% 23.45% 63.55%
＊輸血用血液製剤使用量は回答施設における総使用量から算出した割合を示す．

結 果
1．輸血実施施設の基本項目
2013 年調査の回答は 4,894 施設（回答率 44.4％）から

得られ，過去 6年で最も高い回答率であった（表 1A）．
病床別では 0～19 床の小規模施設からの回答が増加し
た．病床別の回答率は，600 床以上では 80％を超えて
いたが，400～599 床では 70％台，100～399 床では 60％
台，100 床未満では 50％以下であった．回答率の高い
上位 3県は島根県，秋田県，新潟県，低い 3県は鹿児
島県，徳島県，宮崎県であった．2012 年と比して茨城
県，島根県，高知県では回答率が著明に向上した．病
床群毎の輸血実施施設数は表 1Bに示す如く，20～99
床が最も多く，次いで 0床，1～19 床の順であり，100
床未満の施設で全体の 68.7％，300床未満で 89.6％を占
めた．一方，血液製剤の使用量は 500 床以上の大規模
病院で多く，血小板製剤と新鮮凍結血漿（FFP）は全
体の約64％であった．赤血球製剤は大規模施設で47.3％，
小規模施設で 26.9％が使用され，他の血液製剤と比較
すると後者での使用割合が高かった．本調査に報告さ
れた各血液製剤使用量の日赤から供給された血液製剤
との比率は，赤血球製剤で 70.8％，血小板製剤で 80.0％，
FFPで 77.1％だった．DPC取得施設は小規模施設で
485 施設（17.1％），中規模施設（300～499 床）で 362
施設（76.7％），大規模施設で 261 施設（93.9％）であっ

た．輸血管理料の取得施設は小規模施設で 927 施設
（49.3％），中規模施設で 392 施設（86.0％），大規模施設
で 256 施設（92.8％）であり，2011 年から 2012 年に顕
著に増加し，さらに 2013 年にかけても増加傾向がみら
れた（表 2）．なお管理料取得施設での輸血管理料 I
と II の比率は大規模施設で 77.0％：23.0％，中規模施設
で 42.9％：57.1％，小規模施設で 9.6％：90.4％であっ
た．また適正使用加算の取得率は大・中規模施設で約
59％，小規模施設では 36.4％であった．

2．輸血管理体制の整備状況
輸血管理体制の整備状況の推移を図1Aに示した．2005

年から 2008 年にかけては全規模の施設で輸血業務の一
元管理，輸血検査の 24 時間体制，輸血責任医師の任命
について改善がみられ，前 2者では大・中規模施設の
整備率は約 90％を超えた．さらに小規模施設では輸血
療法委員会の設置も増加したが，それ以後はほとんど
改善が進んでいない．最も整備が遅れているのは輸血
責任医師で全体の 65.3％の任命率であった．輸血実施
体制でのコンピュータシステムの利用率を図1Bに示し
た．2010 年以降のデータの推移をみると，各項目で徐々
に改善傾向がみられた．しかし 300 床以上の施設とそ
れ以下の施設には大きな差異があり，特に自動輸血検
査機器の小規模施設での導入率はわずか 6.9％だった．
学会認定看護師の有無については，最も多い臨床輸血
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表 2　輸血管理料取得状況の年次推移

2010 年 2011 年 2012 年 2013 年

施設数 比率（%） 施設数 比率（%） 施設数 比率（%） 施設数 比率（%）

300 床
未満

輸血管理料 I取得
519

87
17.78

2.98
544

68
15.14

1.89
856

87
25.77

2.62
927

89
49.33

4.74

輸血管理料 II 取得 432 14.80 476 13.25 769 23.15 838 44.60

取得していない 2,399 82.22 3,049 84.86 2,466 74.23   952 50.66

300～ 499
床

輸血管理料 I取得
206

98
46.60

22.17
222

108
48.26

23.48
374

156
78.72

32.84
392

168
85.96

36.84

輸血管理料 II 取得 108 24.43 114 24.78 218 45.88 224 49.12

取得していない   236 53.39   238 51.74   101 21.26    64 14.04

500 床
以上

輸血管理料 I取得
139

120
50.00

43.17
140

125
52.04

46.47
247

185
86.28

65.37
256

197
92.75

71.38

輸血管理料 II 取得 19 6.83 15 5.58 62 21.91 59 21.38

取得していない   139 50.00   129 47.96    36 12.72    20  7.25

全体

輸血管理料 I取得
864

305
23.75

8.38
906

301
20.96

6.96
1,477

428
36.20

10.49
1,575

454
60.32

17.39

輸血管理料 II 取得 559 15.37 605 14.00 1,049 25.71 1,121 42.93

取得していない 2,774 76.25 3,416 79.04 2,603 63.80 1,036 39.68

看護師でもまだ大規模施設の 32.7％，全施設の 4.7％の
配置率であった（表 3）．輸血用血液による副作用の報
告体制は大・中規模施設では 95％以上の施設で整備さ
れていたが，小規模の施設では 64.3％の整備率だった．

3．輸血検査の実施状況
ABO式血液型検査は 300 床以上の施設では 97％の

施設で院内の検査技師が担当していたが，300床未満の
施設の約 36％で院外の検査機関に委託されていた．検
査内容も前者ではほぼ必要事項を満たしていたが，後
者ではウラ検査の未実施率が約 12％だった．交差適合
試験は300床以上の施設では98％で院内検査技師が行っ
ていたが，300 床未満の施設では 72％であった．不規
則抗体スクリーニングでは 300床以上の施設では 94％
で院内検査技師が実施していたが，300床未満の施設の
56％で院外に委託されていた．輸血前の感染症検査は
入院時検査と同時に行っている場合を含め 84％の実施
率であり，輸血前検体保管は300床以上の施設では97％
で実施しているが，300 床未満の施設では 64％の実施
率であった．輸血後感染症検査は，必ず実施している
施設は 28％のみで最近 6年間でほとんど変化がなく，
輸血後の検体保存も 20％程度であった．これらの輸血
前後の感染症検査や検体保存に関するマニュアルがあ
る施設は全体の 49％であった．

4．血液製剤使用状況
本調査での輸血実施率・輸血実施患者数から日本全

体での輸血実施患者数を推計したところ 1,035,611 人と
なり，昨年とほぼ同様ながらわずかに（約 10,500 人）減
少した．一方自己血輸血推計患者数は110,360人であり，
2010 年以降減少傾向が続いている．自己血輸血が減少
している理由は手術時の出血量減少（40％），外科医の
方針変更（21％）と共にその他（33％）も多く，その

内容は手術件数の減少（整形外科，泌尿器科，婦人科
等），適応症例の減少（80 歳以上の高齢者の増加，重度
の大動脈弁狭窄症・貧血例の増加），貯血期間の短縮
（来院から手術までの日数が短縮）などであった．今回
初めて調査した，輸血を準備するも実際には実施しな
かった推計患者数（T&Sを含む）の比率（輸血準備率）
は，小規模施設では 12％であったが，病床規模が大き
くなるほど増加する傾向があり，大規模病院では輸血
患者数の 42％に達した（図 2）．
2013 年は日赤からの総供給量としては赤血球製剤は

減少，血小板製剤は増加，血漿製剤はほぼ横ばいとい
う状況であったが，本調査での血液製剤使用量の年次
推移をみると赤血球製剤ではほぼ横ばい，血小板製剤
と血漿製剤では微増傾向，アルブミン製剤はほぼ横ば
い，免疫グロブリン製剤は増加，自己血輸血は減少傾
向を示した（図 3）．特に最近は免疫グロブリン製剤の
増加と自己血輸血の減少が目立った．診療科別の血液
製剤使用状況は前年と同様の傾向を示し，赤血球製剤
は血液内科と心臓血管外科での使用が多く，血小板製
剤では血液内科，血漿製剤では心臓血管外科の使用が
突出して多かった．等張アルブミン製剤は外科系診療
科で，高張アルブミン製剤は消化器系診療科で多く使
用された．免疫グロブリン製剤は神経内科での使用量
が顕著であった．
病床群毎の 1施設当たりの年間血液購入量と廃棄率

を図 4に示した．病床数が多くなるに従い血液製剤購
入量も増加し，赤血球製剤と血漿製剤ではその廃棄率
が減少する傾向がみられたが，血小板製剤では 500 床
台の病院群での廃棄率が最も低かった．
都道府県別に各血液製剤の使用量（1病床当たりの年

間使用量）を比較すると，最も格差の少ない製剤は赤
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図 1　輸血管理体制とコンピュータシステムの整備状況
A　輸血管理体制の年次推移
B　コンピュータシステム導入率の年次推移

A

B
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表 3　学会認定看護師の整備状況

項目
0床 1～ 299 床 300 ～ 499 床 500 床以上 全体

施設数 ＊比率 施設数 比率 施設数 比率 施設数 比率 施設数 比率

学会認定・臨床輸血看護師 0 0.00% 37 1.40% 38 8.32% 90 32.73% 165 4.68%

学会認定・自己血輸血看護師 0 0.00% 34 1.28% 32 7.03% 63 22.99% 129 3.65%

学会認定アフェレーシスナース 0 0.00%  7 0.26%  4 0.87% 28 10.29%  39 1.11%
＊比率は各病床群で「いる」と回答した施設の比率を示す

図 2　輸血推計患者数と準備未実施推計患者数

血球製剤で約 2倍，血小板製剤，FFP，アルブミン製
剤には約 4倍の格差がみられた．免疫グロブリン製剤
は最も格差が大きく，約 6倍であった．
血液製剤使用基準の遵守率は赤血球製剤で 79％，血

小板製剤で 81％，血漿製剤で 77％，アルブミン製剤で
77％とほぼ同様であり，施設の規模による差異もあま
りみられなかった．

考 察
本調査は 2008 年以降，国内の全輸血実施医療機関を

対象に行われているが，2013 年は過去 6年間で最も高
い回答率であり，報告された全血液製剤使用量は日赤
からの総供給量の 76％を示した．今回は 19 床以下の
小規模施設の回答数も増えたが回答率は 40％を下回っ
ており，さらに回答を促すような調査方法について考
えてゆく必要がある．特に診療所などでは年間の輸血
回数は少ない場合も多く，地域に密着した対策が求め
られる．
安全でかつ適正な輸血療法を実施するために輸血管

理体制の整備が重要であることは論を俟たないが，小
規模施設で整備が進んでいないことが課題である．2008
年以降は輸血責任医師の任命を筆頭に整備率にほとん
ど変化がみられないが，人的要件や院内設備に制約が
ある中では改善が困難なことが推測される．この状況

を解決してゆくには，草の根的な取り組みが有効と思
われる．福島県では「合同輸血療法委員会」が小規模
施設への研修会や検査業務のサポートを行い，施設間
ネットワークの構築を推進している６）．関東甲信越ブロッ
ク血液センターでは本年より東京都での中小病院向け
の検査実技講習を含む研修会を開始した．また石川県
合同輸血療法委員会では「小規模医療施設向け輸血マ
ニュアル」を作成し，ホームページ上で公開している７）．
これは医師 1人，看護師 1人の施設で，輸血検査を自
施設で実施しないことを前提とした斬新な内容であり，
注目に値する．「輸血療法の実施に関する指針」の中で
は輸血を実施する医療機関で輸血検査を行うことが明
記されているが，実際には小規模施設の約 40％で外注
されており，この現実をふまえた上で今後の対応を議
論するべきと思われる．このような様々な活動が広が
り，小規模施設の輸血医療の改善につなげてゆくこと
が期待される．
輸血管理料は 2012 年 4月の診療報酬改定で施設基準

と適正使用加算に分かれたため，取得施設が大幅に増
えた．これ自体は望ましいことであるが，適正使用基
準については根強い不公平感がある．確かに診療科別
の使用量をみると，FFPは心臓血管外科，消化器外科，
救急科，血液浄化療法科等で，アルブミン製剤は消化
器外科，心臓血管外科，消化器内科等で多いので，そ



日本輸血細胞治療学会誌 第60巻 第 6号 605

図 3　各血液製剤の使用状況

れらの診療科の患者数・重症度などが影響することは
否めない．現在「科学的根拠に基づく輸血ガイドライ
ンの策定等に関する研究」班（研究代表者：松下正）の
作業が進行しているが，アルブミン製剤については肝
疾患の合併症に対する治療（大量腹水穿刺廃液後や細
菌性腹膜炎等）８）９）や凝固因子の補充を必要としない（自
己免疫性神経疾患等）治療的血漿交換療法時１０）において
高いエビデンスが示されており，本来は病態毎に適正
使用の評価がなされるべきであろう．しかし全ての施
設を統一基準で評価するには簡便性も重要であり，そ
れらをどのように両立させてゆくかが今後の課題であ

る．
輸血後感染症の発生頻度は年間 10件程度で推移して

おり，非常に低い頻度となってきた．しかしながら，
昨年12月には約10年ぶりにHIV感染症の報告があり，
ごくまれながら劇症肝炎の発生例１１）も報告されている．
後者についてはHBVにより起こった事例だが，輸血後
95 日目にはすでに全身状態が悪化しており，重症化の
防止という観点では輸血後 2カ月前後での検査が推奨
されるべきかもしれない．但し，献血者のHBc 抗体の
カットオフ値の厳密化と個別NAT検査の導入により，
今後の輸血後HBV感染症は年間 1～2件程度に減少す
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図 4　各血液製剤の病床別購入量と廃棄率

ることが予想されている．また全血献血の場合には，
分割されたFFPについては 6カ月の貯留保管期間があ
るため，もう一方の赤血球製剤での感染が輸血後感染
症検査により判明すれば，感染症を未然に防げるとい
う利点も考慮すべきであろう．
自己血輸血の使用量は 4年前より減少傾向であるが，

その原因を調べたところ，手術時の出血量減少と外科
医の方針変更が多かった．前者では心臓外科領域での
オフポンプ手術や泌尿器科・消化器外科・婦人科など
での内視鏡・腹腔鏡手術の普及などが影響していると
考えられる．自己血輸血件数の減少について検討した
論文では，主に整形外科で輸血を行う必要のない患者
においての自己血貯血が減少したことが原因と考察し
ている１２）．従って，自己血輸血の推進が後退したという
よりも必要性が減ってきた結果という側面が大きいと
考えられた．しかし日本で独自の発展を遂げてきた自
己血輸血は，同種血の削減効果も期待できるので，今
後も推進する方向性は維持すべきと思われる．
各血液製剤の都道府県別使用量には約 2～6倍の格差

があるが，その意義を一律に表現することは困難であ
る．有効活用の一方法として平均的なレベルから明ら
かに乖離して多い場合には，適正輸血から逸脱してい
る可能性を考慮して対策を練ることなどは考慮してよ

いと思われる．

結 語
安全でかつ適正な輸血医療を推進するためには，輸

血管理体制を整備し，輸血療法を改善する仕組みが必
要である．毎年実施されている輸血使用実態調査は医
療現場における輸血業務に関する問題点を把握し，最
新の状況を踏まえた対策を検討することを目的として
いる．本報告を各医療機関や合同輸血療法委員会，地
域での取り組みなどに有効活用いただくことを希望す
る．
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Abstract:

In the survey conducted in 2013, among the 11,015 Japanese institutions receiving blood supply from the Japa-
nese Red Cross Blood Center (JRCBC), the 4,894 institutions, which responded to the questionnaire, were enrolled.
Blood management systems such as a unified management systemwere developed in Japan from 2005 through 2008.
However, no significant improvement in efficiency of blood management has been observed since their implementa-
tion. In cases of small institutions (less than 300 beds), only 60％were able to implement a system. Nurses authorized
by the Japan Society of TransfusionMedicine and Cell Therapywere present in only 32.7％ of large institutions (more
than 500 beds) and in only 4.7％ of all institutions. The modifications regarding the requirements of facilities resulted
in a large increase in the number of institutions which were able to establish criteria for obtaining hospital fees for
transfusion management. In fact, the acquisition rate of hospital fees increased from 49.7％ (2011) to 88.5％ (2013) in
medium to large institutions (more than 300 beds). Moreover, the introduction of a computer system to transfusion
practice has increased gradually over the past 5 years, including implementation of a bar code-based identification
system. Compared with fiscal year 2012, the numbers of blood products used according to the number of beds in fiscal
year 2013 have changed as follows: Red blood cells and fresh frozen plasma, almost unchanged; platelet products,
slightly increased; human albumin products, slightly decreased; intravenous immunoglobulin, increased; autologous
blood products, decreased. There was no significant difference in the rates of adherence to the national guidelines of
each blood product (77％-80％). Taken together, these observations suggest the importance of promoting the estab-
lishment of a blood management system in small institutions and to facilitating the appropriate use of blood products.
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nationwide questionnaire survey on transfusion medicine, transfusion management system,
appropriate blood transfusion
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